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診療所における薬局との連携の実施要因の解明 

 

近年、患者を中心とした多職種連携によるチーム医療が進められており、その一環として

診療所と薬局の連携が不可欠です。しかし、診療所と薬局との連携の要因に関する研究はほ

とんどありません。本研究では、診療所における薬局との連携の実施および実施の考えに対

する要因を明らかにするためにアンケート調査を実施しました。 

 

2016年 10月から 2016年 12月の間に岐阜市に所在地を置く全ての診療所 355院を調査対

象としました。調査項目は診療所の属性、地域ケア会議・サービス調整会議への参加、症例

検討会、合同研修会・勉強会、患者・市民向け企画、医療情報連携ネットワークによる情報

共有、および在宅・訪問診療への薬剤師の同行としました。薬局との連携の有無、また、実

施している連携項目の数を従属変数とし、層別化比較によって P<0.25 であった因子を独立

変数に採用し、 多変量解析（多重ロジスティック回帰分析およびポアソン回帰分析）を行

いました。 

 

現在、連携を実施している項目について、層別化比較の結果より P < 0.25となった因子を

独立変数として採用し、実施の有無を従属変数として、各項目で多重ロジスティック回帰分

析を行いました。その結果を表 1に示しました。 

III. 合同研修会・勉強会の実施では⑦訪問診療・往診患者数 1人以上 [オッズ比（OR）；

2.39、95%信頼区間（CI）；1.12-5.12]、⑧院外処方率 100 % [OR；4.80、95% CI；2.23-10.30] に

おいて有意差が認められました。 

 

表 1  現在連携している項目の回帰分析 
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 今後、実施すると考えている項目について、層別化比較の結果より、P < 0.25となった因

子を独立変数として採用し、実施の考えの有無を従属変数として、多重ロジスティック回帰

分析を行いました。その結果を表 2に示しました。ii. 症例検討会の実施の考えでは、⑦訪

問診療・往診患者数 1人以上 [OR；4.64、95% CI；2.10 -10.28]、⑧院外処方率 100 % [OR；

4.64、95% CI；2.20-9.78] に関して有意差が認められました。iii. 合同研修会・勉強会の実施

の考えでは、⑦訪問診療・往診患者数 1人以上 [OR；2.98、95% CI；1.44 -6.15]、⑧院外処

方率 100 % [OR；6.38、95% CI；3.16-12.87] に関して有意差が認められました。iv. 患者・

市民向け企画の実施の考えでは、②医師数 2人以上 [OR；2.18、95% CI；1.00 -4.75] に関し

て有意差が認められました。v. 医療情報連携ネットワークによる情報共有の実施の考えで

は、⑦訪問診療・往診患者数 1人以上 [OR；2.06、95% CI；1.09-3.89] に関して有意差が認

められました。vi. 在宅・訪問診療の同行の実施の考えでは、⑦訪問診療・往診患者数 1人

以上 [OR；11.91、95% CI；3.47-40.87] に関して有意差が認められました。 

 

表 2 今後実施を考えている項目の回帰分析 
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実施している連携項目について、層別化分析を行い、P < 0.25 となった因子を独立変数、

実施している連携項目数を従属変数としポアソン回帰分析を行いました。その結果を表 3

に示します。⑥外来患者 1000人超 [P = 0.049]、⑦訪問診療・往診患者数 1人以上 [P < 0.001] 

および⑧院外処方率 100 % [P = 0.005] に関して有意差がみられました。 

 

表 3 連携の実施項目 

 

 

今後実施する予定の連携項目について、層別化分析の結果より P < 0.25 となった因子を独

立変数、実施を考えている連携項目数を従属変数としポアソン回帰分析を行いました。その

結果を表 4に示します。⑦訪問診療・往診患者数 1人以上 [P < 0.001] および⑧院外処方率

が 100 % [P < 0.001] に関して有意差がみられました。 

 

表 4 今後連携する予定の実施項目 

 

 

薬局との連携に関連する要因として、医師数、外来患者数、訪問診療・往診患者数、院外

処方率があることが明らかになりました。これらは診療所－薬局間での交流の機会を増やす、

あるいは診療所が薬局との連携に対し積極的な姿勢を示す重要な要因であることが示唆さ

れました。日本では専門職の連携が国策として推進されていますが、医療機関には十分に浸

透していません。連携推進のためには診療所と薬局の交流の機会をより多く設けることが重

要であると考えられます。 
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